事務執行概要
推進課

総務・企画グループ

１　総務事務
　室の一般庶務事項を掌るとともに、室所属職員の諸給与、物品購入管理、室内業務の連絡調整などに関する事務を行い、事業の適正な執行に努めた。

２　企画調整事務

　　室の企画関係全般（議会、国家要望、施策評価、各種調査照会、広報・広聴他）について、室内、部内及び庁内の調整を行い、迅速な事務処理に努めた。
３　地域計画策定推進事務
　　農業経営基盤強化促進法の改正により、市町村に策定が義務化された地域計画の円滑な策定を支援するため、市町村に対する府の支援体制を強化するとともに、計画策定に係るノウハウや事例の共有、支援員による巡回指導等を実施した。
地産地消推進グループ
１　園芸振興総合対策事業
(千円)
	年  度
	
	合    計
	財源内訳

	
	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源

	４
	予算額
	1,610
	0
	0
	30
	1,580

	
	決算額
	646
	0
	0
	0
	646

	５
	予算額
	1,646
	0
	0
	70

80808 
	1,576

	
	決算額
	843
	0
	0
	80
	763

	６
	予算額
	1,231
	0
	0
	50
	1,181

	
	決算額
	599
	0
	0
	40
	559


根拠法令等：種苗法、大阪府主要農作物採種事業実施要領、野菜生産出荷安定法、
果樹農業振興特別措置法、大阪版地方分権推進制度実施要綱
本府に適した水稲優良品種の種子生産及び流通の円滑化を推進し、種子更新を促進して米の安定生産と品種の改善に努めた。 
なにわの伝統野菜の普及に向けた指導のほか、府内の特産物である水なすやぶどうを始めとする各種野菜・果樹の生産及び販売拡大に向けた支援を実施した。
産地間競争に打ち勝つため、高品質な果実生産に対する指導等を実施した。また、大阪版地方分権推進制度による令和4年度移譲事務にかかる交付金（ただし、大阪府環境農林水産行政事務に係る事務処理の特例に関する条例（大阪府条例第21号）第14条に係る事務に関するもの）を交付した。
　○果樹園経営計画認定等市町村移譲事務交付金
果樹農業振興特別措置法に基づく、①果樹農業者が作成した「果樹園経営計画」の認定事務、②果実又は果実製品の生産・集荷・販売等の事業を実施する者等に対する報告徴収事務について、事務移譲した府内14市町に移譲事務交付金を交付した。
（千円）
	年度
	４
	５
	６

	事業費
	325
	323
	314


２　青果物価格安定対策事業
(千円)
	年  度
	
	合    計
	財源内訳

	
	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源

	４
	予算額
	6,462
	0
	0
	0
	6,462

	
	決算額
	6,283
	0
	0
	0
	6,283

	５
	予算額
	5,716
	0
	0
	0
	5,716

	
	決算額
	1,984
	0
	0
	0
	1,984

	６
	予算額
	5,198
	0
	0
	0
	5,198

	
	決算額
	3,012
	0
	0
	0
	3,012


　根拠法令等：野菜生産出荷安定法、大阪府こまわり産地野菜価格安定事業実施要領
野菜生産出荷安定法に基づき指定を受けている産地に対し、生産出荷に関する指導を行った。
（指導指定産地数:８）
(１)指定野菜価格安定対策事業
野菜指定産地（大規模産地）から対象市場に出荷された野菜（冬キャベツ、たまねぎ、冬春なす等）が一定の価格より低落した場合に、（独）農畜産業振興機構が生産者に価格差補給金を交付するのに必要な資金造成に助成。
（千円）
	年度
	４
	５
	６

	事業費
	4,535
	130
	3,012


(２)特定野菜等供給産地育成価格差補給事業
特定野菜等供給産地（中規模産地）から対象市場に出荷された野菜（しゅんぎく、みずな、みつば等）が一定の価格より低落した場合に、（一社）大阪府野菜生産出荷安定資金協会が生産者に価格差補給金を交付するのに必要な資金造成に助成。
（千円）
	年　　度
	４
	５
	６

	事業費
	1,437
	1,795
	0


(３)こまわり産地野菜価格安定対策事業
府が選定した産地（小規模産地）から府内の卸売市場等へ出荷された野菜（ミニトマト、ずいき）が一定の価格より低落した場合に、（一社）大阪府野菜生産出荷安定資金協会が生産者に価格差補給金を交付するのに必要な資金造成に助成。
（千円）
	年　　度
	４
	５
	６

	事業費
	251
	0
	0


３　大阪府立花の文化園の管理運営
（千円）
	年  度
	
	合    計
	財源内訳

	
	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源

	４
	予算額
	134,137
	0
	0
	79
	134,058

	
	決算額
	118,454
	0
	0
	165
	118,289

	５
	予算額
	128,532
	0
	0
	98
	128,434

	
	決算額
	128,335
	0
	0
	89
	128,246

	６
	予算額
	127,580
	0
	0
	164
	127,416

	
	決算額
	126,200
	0
	0
	89
	126,111


特定財源：花の文化園使用料
根拠法令等：大阪府立花の文化園条例
	所在地
	敷地面積
	開園

	河内長野市高向2292－1
	約10ha
	平成２年９月25日


　　　設置目的：「花きを学び、花きに憩う場を府民に提供し、もって府民の花きに関する理解に資する」（条例第1条）
○管理運営委託　
　大阪府立花の文化園の管理運営を指定管理者に委託した。
　(平成18年度から指定管理者制度を導入、平成28～令和4年度は住友林業緑化・E-DESIGN共同企業体、令和5年度～14年度は、はなぶんマネジメントパートナーズに委託)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　　　
	年度
	４
	５
	６

	委託金額（千円）

	※２112,511
	108,702
	108,702

22,767

94,739

	※１入園料、施設使用料（千円）
	22,559

110,96110
	21,707
	22,767

	入園者数　（人）
	110,966
	70,285
	94,739


※１　入園料、施設使用料は、平成11年度以降利用料金制度の導入により、委託先の収入
※２　新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止措置による休園の影響に対する補填額を含む
４　大阪エコ農業総合推進対策事業
農業の環境への負荷軽減を進め、生産性との調和と農業経営面の採算性に留意した大阪エコ農業の推進を目的として、農薬・肥料の適正使用の啓発、大阪エコ農産物の推進に向けた技術研究の委託、及びその技術の普及を推進した。
（千円）
	年  度
	
	合    計
	財源内訳

	
	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源

	４
	予算額
	24,459
	15,467
	0
	280
	8,712

	
	決算額
	17,060
	11,158
	0
	204
	5,698

	５
	予算額
	42,061
	32,378
	0
	94
	8,776

	
	決算額
	20,961
	14,439
	0
	151
	6,371

	６
	予算額
	35,055
	25,503
	0
	165
	9,387

	
	決算額
	22,318
	16,838
	0
	83
	5,397


特定財源：消費・安全対策交付金、植物防疫事業交付金、環境保全型農業直接支援対策交付金
肥料登録手数料、みどりの食料システム戦略推進交付金

根拠法令等：植物防疫法、農薬取締法、肥料の品質の確保等に関する法律、多面的機能発揮促進法、

大阪版地方分権推進制度実施要綱、みどりの食料システム法
 (１)病害虫防除総合対策事業
○　農薬安全使用講習会等実施状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（件）
	年         度
	４
	５
	６

	農薬安全使用講習会参加数
	※－
	87
	57

	農薬管理指導士の認定
	374
	441
	461

	販売店立入検査数
	50
	50
	50


※講習会は新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止対策のため中止し、ホームページに資料を掲載。
講習会の開催や農薬管理指導士の認定、農薬販売店等への立入検査を実施するとともに、令和６年版農作物病害虫防除指針を作成・配布することにより、農薬取締法の遵守を促し農薬安全使用を徹底した。
また、直売所に出荷される前の農産物について、農薬の残留状況を調査し、農薬適正使用を確認するとともに、生産者に対して一層の適正使用を啓発した。
(２)肥料登録検査対策
肥料の品質の確保等に関する法律に基づく普通肥料の登録を行った。
○　普通肥料登録状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（件）
	年度
	４
	５
	６
	備考

	新規登録
	2
	４
	1
	登録手数料　1件31,400円

	有効期間の更新
	20
	４
	9
	登録手数料　1件6,400円


(３)肥料高騰緊急対策事業
（千円）

	年  度
	
	合    計
	財源内訳

	
	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源

	４
	予算額
	280,770
	280,770
	0
	0
	0

	
	決算額
	224,508
	224,508
	0
	0
	0

	５
	予算額
	274.090
	274.090
	0
	0
	0

	
	決算額
	202,309
	202,309
	0
	0
	0

	６
	予算額
	0
	0
	0
	0
	0

	
	決算額
	0
	0
	0
	0
	0


特定財源： 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

原油高騰に加え、世界情勢によって肥料価格が著しく上昇したことで、農業生産において欠くことができない肥料について、年間売上50万円以上の農家及び認定新規就農者に対し、昨年の農産物売上金額に応じて設定した金額を支給（令和４年度：支給件数1,868件、令和５年度：支給件数1,415件、令和6年度は実施せず）

５　経営構造対策事業（農業構造改善事業）
（千円）
	年  度
	
	合    計
	財源内訳

	
	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源

	４
	予算額
	334,468
	273,730
	0
	60,738
	0

	
	決算額
	0
	0
	0
	0
	0

	
	繰　越　額
	334,468
	273,730
	0
	60,738
	0

	５
	予算額
	734,468
	673,730
	0
	60,738
	0

	
	決算額
	155,217
	152,333
	0
	2,884
	0

	
	繰　越　額
	400,000
	400,000
	0
	0
	0

	６
	予算額
	400,608
	400,000
	0
	0
	608

	
	決算額
	400,253
	400,000
	0
	0
	253

	
	繰　越　額
	0
	0
	0
	0
	0


特定財源：農業振興事業補助金、農業振興事業雑入（産地生産基盤パワーアップ事業基金管理団体からの補助金受入）
根拠法令等：強い農業・担い手づくり総合支援交付金実施要綱、産地生産基盤パワーアップ事業実施要綱、
大阪府農業経営構造対策事業補助金交付要網
　農業の持続的な発展と農空間の有する多面的機能の保全・活用を図るため、地域の認定農業者等担い手の育成及び、これら担い手の経営基盤の強化に資する生産・加工・流通・販売などの総合的な環境整備を推進した。
また、新型コロナウィルスの感染拡大により顕在化した新たな需要に対応するため、継続的・安定的な供給を図るための体制整備を支援する国事業「国産農畜産物供給力強靭化対策」を実施した。

平成30年度より、産地パワーアップ事業を経営構造対策事業に統合した。

　補助事業実績
	年  度
	４
	５
	６

	補助金交付先
	―
	いずみの農業協同組合
	株式会社ゼブラファーム能勢天王

	事業内容
	―
	低コスト耐候性ハウス等
パイプハウス
	低コスト対候性ハウス等


※　市への補助は、予算執行機関配当
６　大阪版認定農業者支援事業
（千円）
	年  度
	
	合    計
	財源内訳

	
	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源

	４
	予算額
	13,027
	0
	0
	0
	13,027

	
	決算額
	8,977
	0
	0
	0
	8,977

	５
	予算額
	9,645
	0
	0
	0
	9,645

	
	決算額
	8,917
	0
	0
	0
	8,917

	６
	予算額
	12,131
	0
	0
	0
	12,131

	
	決算額
	11,691
	0
	0
	0
	11,691


根拠法令等：大阪府都市農業の推進及び農空間の保全と活用に関する条例、大阪版認定農業者支援事業実施要領・大阪府補助金交付要綱
安定的な農産物供給を担う主力となる認定農業者をはじめ、小規模でも新鮮で安全な農産物を直売所等へ出荷し地産地消に貢献する農業者や、農業の持つ多面的な機能を保全するために農作業の受委託・協業化を進める援農ボランティアなどの府民組織や集落営農組織などで、府知事から「大阪版認定農業者」の認定を受けた者に対し、農業経営計画を実現するために必要な機械・施設の整備を支援した。
補助事業実績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）
	年度
	４
	５
	６

	補助金交付市町村数
	9
	9
	9

	補助金交付地区数
	9
	11
	11

	補　　助　　額
	8,977
	8,917
	11,669


７　農作物鳥獣被害防止対策事業
（千円）
	年  度
	
	合    計
	財源内訳

	
	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源

	４
	予算額
	6,382
	6,012
	0
	0
	370

	
	うち予算執行機関配当額
	3,491
	3,491
	0
	0
	0

	
	決算額
	295
	187
	0
	0
	108

	５
	予算額
	7,160
	6,790
	0
	0
	370

	
	うち予算執行機関配当額
	3,767
	3,767
	0
	0
	0

	
	決算額
	425
	340
	0
	0
	85

	６
	予算額
	4,440
	4,067
	0
	0
	373

	
	うち予算執行機関配当額
	2,262
	2,262
	0
	0
	0

	
	決算額
	183
	123
	0
	0
	60


特定財源：鳥獣被害防止総合対策交付金
根拠法令等：鳥獣被害防止特措法、鳥獣被害防止総合対策交付金交付等要綱、大阪府農作物鳥獣被害防止対策事業補助金交付要綱、大阪府農作物鳥獣被害防止対策事業実施要領
農作物の鳥獣被害を軽減するため、人材育成研修を実施したほか、農業者団体等に捕獲機材購入経費や研修費、防護柵設置経費等について市町村を通じて助成した。
　補助金交付先：8市
８　大阪版施設園芸新技術普及推進事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）
	年  度
	
	合    計
	財源内訳

	
	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源

	４
	予算額
	2,848
	2,848
	0
	0
	0

	
	決算額
	2,520
	2,520
	0
	0
	0

	５
	予算額
	17,116
	7,127
	0
	0
	9,989

	
	決算額
	11,956
	6,866
	0
	0
	5,090

	６
	予算額
	9,475
	0
	0
	0
	9,475

	
	決算額
	7,809
	0
	0
	0
	7,809


特定財源：データ駆動型農業の実践・展開支援事業
　水なす及びいちごの品質向上及び省力化を図るため、環境制御技術を現地生産ハウスに導入し、環境制御効果を実証展示した。

９　大阪農産物魅力向上・価値創造事業費
（千円）
	年  度
	
	合    計
	財源内訳

	
	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源

	４
	予算額
	4,975
	4,975
	0
	0
	4,975

	
	決算額
	0
	0
	0
	0
	0

	５
	予算額
	5,051
	0
	0
	0
	5,051

	
	決算額
	4,999
	0
	0
	0
	4,999

	６
	予算額
	1,811
	0
	0
	0
	1,811

	
	決算額
	1,510
	0
	0
	0
	1,510


特定財源：農山漁村振興交付金

万博で大阪産（もん）農産物を府内外にアピールするため、大阪産（もん）農産物の食味や機能性を向上させる技術を実証し、付加価値の向上に取り組んだ。
経営強化グループ

１　大阪農業つなぐプロジェクト事業
（千円）
	年  度
	
	財源内訳
	合　　計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予算額
	0
	0
	2,491
	0
	2,491

	
	決算額
	0
	0
	1,702
	0
	1,702

	５
	予算額
	0
	0
	1,913
	1,028
	2,941

	
	決算額
	0
	0
	1,913
	331
	2,244

	６
	予算額
	0
	0
	100
	1,028
	1,128

	
	決算額
	0
	0
	100
	801
	901


パラレルワーク等の多様な働き方を推進し、企業等の人材シェアを促進するため、大阪農業つなぐセンターにおいて、令和３年度から多様な担い手と農家や、農家同士とをつなぐ取組を実施した。
２　農業人材等参入定着サポート事業

（千円）

	年　度
	
	財源内訳
	合　　計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予算額
	0
	0
	4,487
	213
	4,700

	
	決算額
	0
	　　0
	2,352
	1
	2,353

	５
	予算額
	4,840
	0
	5,387
	5,593
	15,820

	
	決算額
	2,068
	0
	3,919
	4,742
	10,729

	６
	予算額
	6,406
	0
	4,337
	5,736
	16,479

	
	うち予算執行機関配当額
	4,650
	0
	2,085
	0
	6,735

	
	決算額
	1,383
	0
	2,477
	3,802
	7,662

	


根拠法令等：農業経営基盤強化促進法
（１）参入支援事業

　農業者以外の方が、新たな担い手として円滑に農業参入できるよう、課題となる農地の確保、地域調和に係る調整、各種情報提供等の支援を実施した。
　令和６年度参入目標：企業７社、農外からの新規参入者１０人
· 参入実績

	年度
	４
	５
	６

	企業
	　12社
	15社
	8社

	新規参入（企業除く）
	　57人
	59人
	101人

	準農家
	　21人
	8人
	16人


（２）大阪産（もん）スタートアカデミー運営事業
　意欲ある新規参入希望者を着実に就農へと導くため、令和３年度から品目特化型の新規就農プログラム「大阪産（もん）スタートアカデミー」を実施。地域の主力農業者の指導のもと、将来の独立就農に必要な農業技術や知識の習得、地域とのパイプづくりを進めた。また、研修修了時には就農計画の策定や農地のあっせんなどの支援を行った。
　さらに、市町村等で実施される新規就農希望者を対象とした農業塾を支援した。
· 研修実績

	年度
	４
	５
	６

	研修人数
	27人
	30人
	34人


※市町村実施分を含む
（３）農業関連ビジネススタートアップ促進事業

大阪農業の課題解決を行う新たな農業関連ビジネスプランの実現を図ることを目的にセミナーを開
催した（参加19名）。また、セミナー終了後に開催したビジネスプランコンテスト（おおさかアグリイ
ノベーショングランプリ）へのエントリーを促した（参加９名）。
３　ハートフル企業農の参入促進事業

（千円）

	年　度
	
	財源内訳
	合　　計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予　算　額
	5,555
	0
	0
	465
	6,020

	
	決　算　額
	5,342
	0
	0
	47
	5,389

	５
	予　算　額
	5,476
	0
	0
	572
	6,048

	
	決　算　額
	4,115
	0
	0
	572
	4,687

	６
	予　算　額
	427
	0
	0
	465
	892

	
	決　算　額
	93
	0
	0
	141
	234

	


（１）農と福祉の連携促進事業

農業の多様な担い手の確保と障がい者の雇用・就労の拡大を図るため、「大阪農業つなぐセンター」でのきめ細かな相談対応により、障がい者を雇用・就労する企業等の農業参入を促進した。

また、障害者総合支援事業費補助金を活用して、農家・農業法人が障がい者を農業インターンシップとして受入れ、障がい者の農業への適性を把握してもらい、請負契約・雇用について検討する機会を創出した。

· 参入実績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（事業者数）

	
	４
	５
	６

	参入目標
	4
	4
	4

	参入実績
	2
	5
	0


４　農業地域力創造・新規就農者確保育成事業（新規就農者確保事業）

	年　度
	
	財源内訳
	合　　計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予算額
	0
	0
	142,735
	0
	142,735

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	0
	118,578
	0
	118,578

	
	決算額
	0
	0
	7,568
	0
	7,568

	５
	予算額
	207,625
	0
	0
	0
	207,625

	
	うち予算執行機関配当額
	152,900
	0
	0
	0
	152,900

	
	決算額
	132,879
	0
	0
	0
	132,879

	６
	予算額
	0
	0
	133,548
	0
	133,548

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	0
	102,921
	0
	102,921

	
	決算額
	0
	0
	22,607
	700
	23,307

	


（千円）

根拠法令等：
農業人材力強化総合支援事業実施要綱、新規就農者育成総合対策実施要綱、新規就農者確保緊急円滑化対策実施要綱、大阪府新規就農者育成総合対策就農準備資金交付要綱、大阪府新規就農者確保事業費補助金交付要綱
（１）農業従事者の高齢化や後継者不足が進展している中、市町村における農業研修への支援や就農前・後の所得を確保する資金を交付することにより、大阪農業に必要な人材を確保・定着させ、競争力の高い大阪農業の実現を図った。

· 資金交付実績

	年度
	４
	５
	６

	準　備　型　
	5人
	14人
	10人

	経営開始型
	87人
	84人
	32人


（２）農業大学校において新規参入者の着実な独立就農を実現するため、教育内容や対象等を見直した
新カリキュラムの実施に向けた支援を行った。
· 補助金交付状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）
	年度
	４
	５
	６

	補助金額
	0
	0
	6,393


補助金交付先：（地独）大阪府立環境農林水産総合研究所
５　農の成長産業化推進事業
（千円）

	年  度
	
	財源内訳
	合　　計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予算額
	15,700
	0
	2,000
	0
	17,700

	
	決算額
	9,296
	0
	1,090
	0
	10,386

	５
	予算額
	16,066
	0
	1,700
	0
	17,766

	
	決算額
	9,057
	0
	418


	0
	9,475

	６
	予算額
	10,081
	0
	1,813
	0
	11,894

	
	決算額
	9,801
	0
	1,540
	0
	11,341


根拠法令等：農業経営・就農支援体制整備推進事業実施要綱、農の成長産業化推進事業実施要領

　大阪農業の成長産業化を推進するため、ＪＡグループ大阪や農業関連企業等と連携し、農業経営コンサルタント等の農業者への派遣、DIYスマート農業に係る現地交流会の開催や実践促進補助を通じ、農業者の経営力向上を支援した。

６　農業改良普及・担い手育成事業

（千円）

	年  度
	
	財源内訳
	合    計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予算額
	10,560
	0
	0
	9,578
	20,138

	
	うち予算執行機関配当額
	9,830
	0
	0
	4,179
	14,009

	
	決算額
	731
	0
	0
	869
	1,600

	５
	予算額
	10,560
	0
	0
	10,200
	20,760

	
	うち予算執行機関配当額
	9,830
	0
	0
	6,090
	15,920

	
	決算額
	731
	0
	0
	1,403
	2,134

	６
	予算額
	10,560
	0
	0
	10,992
	21,552

	
	うち予算執行機関配当額
	9,830
	0
	0
	4,846
	14,676

	
	決算額
	731
	0
	0
	1,727
	2,458


特定財源：協同農業普及事業交付金

根拠法令等：農業改良助長法　

(１)普及指導センターの運営

農業改良助長法に基づき、府内４地域における農と緑の総合事務所農の普及課を活動拠点として
農家に直接指導を行う普及指導員を配置し、普及指導活動の充実と効率化を図った。

(２)普及指導員の活動（普及プラン実践活動推進事業等）

普及指導員の指導活動の充実と計画化を図るため、各農と緑の総合事務所が策定した普及指導計画及び「おおさか農政アクションプラン」に定める重点課題についての普及指導活動を図った。

(３)普及指導員の研修

普及指導員として、普及指導活動に必要な知識及び技術水準の向上と指導能力を高めるため、国の研修へ参加するとともに、府内においても研修を実施した。

· 研修参加実績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（人）

	年　　度
	４
	５
	６

	府内研修のべ参加人数
	176
	186
	192


(４)普及情報活動の推進

普及指導活動における各種情報資料を適時適切に提供できるよう、収集・整理するとともに、高度
情報化社会に的確に対応し、情報の有効活用を図るため、全国普及情報ネットワークに加入し、他府県との技術情報等の迅速な交換により､効果的・効率的な普及指導活動のための環境整備を行った。

７　経営所得安定対策の推進

 （千円）

	年　度
	
	財源内訳
	合　　計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予算額
	65,956


	0
	0
	0
	65,956

	
	うち予算執行機関配当額
	60,706
	0
	0
	0
	60,706

	
	決算額
	61,269
	0
	0
	0
	61,269

	５
	予算額
	34,940
	0
	0
	0
	34,940

	
	うち予算執行機関配当額
	34,057
	0
	0
	0
	34,057

	
	決算額
	33,701
	0
	0
	0
	33,701

	６
	予算額
	33,780
	0
	0
	0
	33,780

	
	うち予算執行機関配当額
	33,020
	0
	0
	0
	33,020

	
	決算額
	756
	0
	0
	0
	756


根拠法令等：経営所得安定対策等推進事業費補助金交付要綱

大阪府経営所得安定対策等推進事業費補助金交付要綱
経営所得安定対策は、水田農業の経営安定、農業の持つ多面的機能の維持等を目指し、主に麦・大豆等の戦略作物の振興を図ると同時に、都道府県で独自に設計できる「産地交付金」の制度を活用して、作物の生産振興及び担い手育成を支援している。

こうした、国が実施している経営所得安定対策の制度の円滑な推進を図るため、市町村・関係農業団体への指導等を実施するほか、市町村等が本対策を推進するために必要な経費を助成した。

· 経営所得安定対策等推進事業費補助実績  　　　　　　　　　　　（千円）

	年　　　　度
	４
	５
	６

	市　町　村　計
	60,706
	33,057
	32,326



８　認定農業者の推進







（千円）

	年  度
	
	財源内訳
	合    計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予算額
	0
	0
	0
	2,133
	2,133

	
	決算額
	0
	0
	0
	1,228
	1,228

	５
	予算額
	0
	0
	0
	2,132
	2,132

	
	決算額
	0
	0
	0
	1,365


	1,365



	６
	予算額
	0
	0
	0
	2,132
	2,132

	
	決算額
	0
	0
	0
	1,382
	1,382


根拠法令等：農業経営基盤強化促進法

大阪府地域農政推進対策事業費補助金交付要綱

大阪府都市農業の推進及び農空間の保全と活用に関する条例

大阪版認定農業者及び国版認定農業者制度を円滑に推進するため、農業者が作成した農業経営計画の
認定を行った。加えて、農業経営体の育成に向けて、認定農業者等担い手に対する経営管理能力の向上
研修、担い手交流会等を開催する大阪府担い手育成総合支援協議会を支援した。

また、担い手の規模拡大や農地の有効利用に向けて、担い手への農地の利用集積を促進した。

○大阪府地域農政推進対策事業費補助金交付状況　　　　　　　　　　　（千円）　

	年度
	４
	５
	６

	補助金額
	984
	984
	984


補助金交付先：大阪府担い手育成総合支援協議会
９　大阪版認定農業者事務移譲交付金について
（千円）

	年　度
	
	財源内訳
	合　　計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予算額
	0
	0

	0
	1,729
	1,729

	
	決算額
	0
	0
	0
	1,564
	1,564

	５
	予算額
	0
	0
	0
	2,273


	2,273



	
	決算額
	0
	0

	0
	1,813
	1,813

	６
	予算額
	0
	0
	0
	1,719
	1,719

	
	決算額
	0
	0
	0
	1,460
	1,460


根拠法令等：大阪府都市農業の推進及び農空間の保全と活用に関する条例

地方自治法第２５２条の１７の２（条例による事務処理の特例）

大阪版地方分権推進制度実施要綱　
大阪府都市農業の推進及び農空間の保全と活用に関する条例で定めた大阪版認定農業者制度における
認定事務の一部を市町村へ事務移譲し、移譲事務に係る交付金を支出した。

10　大阪府農業地域力創造推進事業・中山間地域等直接支払事業
（千円）

	年　度
	
	財源内訳
	合　　計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予算額
	3,139
	0
	0
	626
	3,765

	
	うち予算執行機関配当額
	2,529
	0
	0
	626
	3,155

	
	決算額
	2,015
	0
	0
	626
	2,641

	５
	予算額
	76,565
	0
	0
	30,638
	107,203

	
	うち予算執行機関配当額
	33,178
	0
	0
	626
	33,804

	
	決算額
	35,014
	0
	0
	30,621
	65,635

	６
	予算額
	61,572
	0
	0
	25,408
	86,980

	
	うち予算執行機関配当額
	46,095
	0
	　　0
	650
	46,745

	
	決算額
	11,965
	0
	0
	24,357
	36,322


根拠法令等：農地集積・集約化対策事業実施要綱、農業経営基盤強化促進法、地域計画策定推進緊急対策
事業実施要綱、（地域計画策定推進緊急対策事業は総務・企画Ｇが執行）、大阪府農業地域力
創造推進事業費補助金交付要綱、中山間地域等直接支払交付金実施要領
　地域計画策定の推進に向け、市町村が地域における農業のあり方を明確化し、農地の集積、集約化や
農業の担う者の確保・育成等、地域農業の振興に係る取り組みを加速化するために必要な経費を助成するとともに、市町村への指導・助言等を実施した。

　また、担い手への農地の集積・集約化を加速するため、機構を通じた農地の集積・集約化等を促進するために必要となる経費を市町村に対し、助成した。
また、中山間地域の生産条件不利地に対する支援を行うことで、農業生産活動の持続を図った。
11　農地中間管理機構事業

（千円）

	年  度
	
	財源内訳
	合　　計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予算額
	68,631
	0
	3,712
	450
	72,793

	
	決算額
	67,807
	0
	3,712
	143
	71,662

	５
	予算額
	77,680
	0
	1,006
	10,913
	89,599

	
	決算額
	77,120
	0
	1,006
	10,913
	89,039

	６
	予算額
	77,602

	0
	1
	11,686
	89,289

	
	決算額
	77,332
	0
	1
	11,685
	89,018


根拠法令等：農地中間管理事業の推進に関する法律、農地集積・集約化対策事業実施要綱

意欲的な多様な担い手に農地の集積・集約化を図り、生産の効率化・高度化を進めるため、市街化
調整区域内の農地において農地中間管理機構の機能を活用し促進した。

(１)農地中間管理機構事業費

ア　農地中間管理権を取得し農地の貸借を進めるために必要な経費を（一財）大阪府みどり公社に
補助し、56.6haの貸借を行った。

· 大阪府農地集積・集約化対策事業補助金の交付状況　　　　　　　（千円）

	年度
	４
	５
	６

	補助金額
	71,277
	87,665
	88,573


補助金交付先：（一財）大阪府みどり公社　　

（２）農地中間管理事業等推進事業費

ア　大阪府において、市町村等に対する農地中間管理事業の推進活動を実施。（通年）

イ　農業関係イベントと連携した事業周知を行った。

病害虫防除グループ
１　大阪エコ農業総合推進対策事業
(１)病害虫防除総合対策事業
　病害虫の発生予察、効果的な病害虫防除や環境にやさしい農業技術の確立・普及を通じて環境に配慮した持続的農業の推進を図るため、各種の事業を行った。
　　　・病害虫の発生予察
　　　・発生予察情報の提供
　　　・ミバエ類侵入警戒調査
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（件）
	年度
	３
	４
	５
	６

	病害虫発生予察・情報提供回数
	37
	34
	26
	31


(２)大阪エコ農業推進事業
ア　大阪エコ農産物認証件数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（件）
	年　　度
	３
	４
	５
	６

	認証件数(件)
	5,062
	4,968
	4,965
	4,820

	認証者数(人)
	1,198
	1,175
	1,191
	1,182

	面　　積(ha)
	523
	518
	554
	555

	取組市町村数
	41
	41
	41
	42


イ　環境保全型農業技術等の普及
農薬・肥料が環境に及ぼす負荷を低減し、消費者により安全で安心できる農作物を提供することを目的に、野菜や果樹等で耕種的防除法や物理的防除法を活用した病害虫防除等、環境にやさしい農業生産技術の確立・普及に向け、７ヶ所で展示・講習会等を実施した。
ウ　農薬に頼らない病害虫防除の推進
　　　残留農薬のポジティブリスト制度施行に伴い、農薬のみに頼らない病害虫防除の一層の啓発を図るとともに、非食用作物についても食用作物への農薬飛散防止を含めた農薬適正使用を指導した。
　
エ　ゴルフ場農薬適正使用指導対策
ゴルフ場に対して農薬のみに頼らない病害虫の防除法の推進や、必要最小限の農薬散布など総合的に農薬適正使用の指導を行った。
　　  　　　　　　　    　                                                           　 （件）
	年度
	３
	４
	５
	６

	立入検査・
指導件数
	10
	10
	10
	10


整備課

計画指導グループ

１　土地改良区関係

 (１)土地改良区運営等指導

土地改良区の適正な運営を期するため、土地改良法に基づく定款変更や各種届出などについての
相談対応や指導を行った。
土地改良区・土地改良区連合の数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	年度
	４
	５
	６

	土地改良区
	77
	77
	77

	土地改良区連合
	1
	1
	1


	計
	78
	78
	78


根拠法令：土地改良法

(２)土地改良区関係の認可、公告及び届出等の処理件数　　　　　　　　　　　　　　　　　　（件）

	年度
	４
	５
	６

	認可
	31
	24
	21

	公告
	31
	51
	53

	届出
	104
	94
	128

	その他
	40
	50
	23

	計
	206
	219
	225


２　大阪府土地改良事業団体連合会の指導・助成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

	年  度
	
	財源内訳
	合  計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予 算 額
	4,720
	0
	0
	2,570
	7,290

	
	決 算 額
	4,720
	0
	0
	2,570
	7,290

	５
	予 算 額
	4,974

	0
	0
	2,824
	7,798

	
	決 算 額
	4,974

	0
	0
	2,824
	7,798

	６
	予 算 額
	3,734
	0
	0
	2,934
	6,668

	
	決 算 額
	3,734
	0
	0
	2,934
	6,668


特定財源：土地改良融資事業等指導監督費補助金

根拠法令等：土地改良法、土地改良区体制強化事業実施要綱

　大阪府土地改良事業団体連合会が行う土地改良区体制強化事業に対して、指導及び助成を行った。
（千円）

	年度
	４
	５
	６

	土地改良区体制強化事業費
	5,140
	5,648
	5,868

	計
	5,140
	5,648
	5,868


３　土地改良施設維持管理適正化資金拠出事業費補助金の交付　　　　　　　　　　　　　　（千円）

	年    度
	
	財源内訳
	合    計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予  算  額
	0
	0
	0
	12,000
	12,000

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	12,000
	12,000

	５
	予  算  額
	0
	0
	0
	12,750
	12,750

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	12,750
	12,750

	６
	予  算  額
	0
	0
	0
	12,600
	12,600

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	9,900
	9,900


根拠法令等： 土地改良施設維持管理適正化事業実施要綱

　土地改良施設の整備補修のため、大阪府土地改良事業団体連合会が行う土地改良施設維持管理適正化事業に対し、補助金を交付した。
	年度
	４
	５
	６

	団体数
	3団体
	5団体
	5団体

	施設数
	5施設
	7施設
	8施設

	総事業費
	45,397千円
	42,500千円
	33,000千円


４　土地改良法にかかる事務に関する移譲事務交付金
（千円）

	年　度
	
	財源内訳
	合　　計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予算額
	0
	0
	0
	1,215
	1,215

	
	決算額
	0
	0
	0
	958
	958

	５
	予算額
	0
	0
	0
	1,215
	1,215

	
	決算額
	0
	0
	0
	497
	497

	６
	予算額
	0
	0
	0
	1,215
	1,215

	
	決算額
	0
	0
	0
	403
	403


根拠法令等：土地改良法、地方自治法第２５２条の１７の２（条例による事務処理の特例）

大阪版地方分権推進制度実施要綱
土地改良法にかかる事務について、一部市町村に事務移譲を行い、移譲事務に係る交付金を支出した。

５　府有土地改良財産の管理

（千円）

	年  度
	
	財源内訳
	合    計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予算額
	0
	0
	0
	12,853
	12,853

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	0
	0
	10,792
	10,792

	
	決算額
	0
	0
	0
	409
	409

	５
	予算額
	0
	0
	0
	55,623
	55,623

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	0
	0
	55,623
	55,623

	
	決算額
	0
	0
	0
	0
	0

	６
	予算額
	0
	0
	0
	104,418
	104,418

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	0
	0
	104,418
	104,418

	
	決算額
	0
	0
	0
	0
	0


根拠法令等：大阪府公有財産規則
　府営土地改良事業により取得した府有土地改良財産の適正な管理について、各農と緑の総合事務所と連携して行った。

管理財産(土地)（令和６年度末現在）

	
	施 設 数
	面     積（㎡）

	ダム・ため池
	13
	1,108,567

9

	水路
	18
	88,867

	機場
	2
	5,084

	道路
	12
	605,941

	その他
	2
	152,305

	計
	47
	1,960,764


６　土地利用・開発等他部局との調整

都市計画法に基づく線引き変更や地区計画の決定に関する協議等を行った。

	年度
	４
	５
	６

	協議件数
	3件
	3件
	15件


７　換地事務の指導

(１)　府営事業に係る換地事務の指導

換地処分を必要とする府営土地改良事業の各換地区について、換地計画が適正に決定され円滑に

換地処分が行えるよう換地事務の指導を行った。
　　   対象地区　北部農と緑の総合事務所管内　　２地区
中部農と緑の総合事務所管内　　１地区
南河内農と緑の総合事務所管内　２地区
泉州農と緑の総合事務所管内　　１地区

(２)　団体営事業等に係る換地事務の指導

換地処分を必要とする団体営土地改良事業の各換地区について、換地事務の指導を行った。

　　   対象地区　泉州農と緑の総合事務所管内　　1地区
　　　根拠法令等：土地改良法、換地関連通達

８　国土調査事業

(１)地籍調査

国土調査法に基づき、毎筆の土地について、その所有者、地番、地目、境界、面積等の調査・測定を
行い、地籍図、地籍簿等を作成し登記所に送付し、課税及び都市整備、開発、土地改良等諸事業の利用に資するもので、豊中市域外１８市町及び大阪府森林組合を支援した。

（千円）

	年  度
	
	財源内訳
	合    計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	一般
	予算額
	28,754
	0
	0
	10,822
	39,576

	
	
	うち予算執行機関配当額
	28,672
	0
	0
	10,740
	39,412

	
	
	決算額
	82
	0
	0
	82
	164

	
	地震
	予算額
	22,846
	0
	0
	11,423
	34,269

	
	
	うち予算執行機関配当額
	22,846
	0
	0
	11,423
	34,269

	
	
	決算額
	0
	0
	0
	0
	0

	５
	予算額
	74,021
	0
	0
	33,478
	107,499

	
	うち予算執行機関配当額
	73,932
	0
	0
	33,373
	107,305

	
	決算額
	89
	0
	0
	105
	194

	６
	予算額
	84,909
	0
	0
	38,874
	123,783

	
	うち予算執行機関配当額
	84,836
	0
	0
	38,640
	123,476

	
	決算額
	73
	0
	0
	234
	307


根拠法令等：国土調査法、大阪府国土調査事業補助金交付要綱

９　水防業務の実施

　大阪府水防計画に定める水防ため池の点検を市町村と連携し実施するとともに、大阪府水防本部の水防指令に基づき水防業務を行った。

府は、市町村やため池管理者等が行う水防活動が十分に行われるよう、情報収集に努めるとともに、
要請に応じて現場指導や、水防資材の提供等を行う。

（ヶ所）

	区分
	４
	５
	６

	（Ａ）決壊時の被害が

特に甚大なため池
	23
	23
	23

	（Ｂ）決壊時の被害が甚大なため池
	130
	130
	129

	（Ｃ）決壊時の被害が大きいため池
	611
	611
	601

	計
	764
	764
	753


根拠法令等：水防法

10　棚田・ふるさと保全基金事業

　府域の棚田地域を地域住民及び府民との協働により保全していくため、棚田・ふるさとファンクラブを運営するとともに、豊能町及び千早赤阪村等への助成を行った。

　基金積立状況及び事業執行額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　　　（千円）

	区分　　　　　　　　　　年度
	４
	５
	６

	国庫補助金
	0
	0
	0

	府費
	0
	0
	0

	寄付金
	0
	0
	120

	運用利息
	20
	26
	56

	取り崩し額（事業執行費）
	▲1,585
	▲1,663
	▲1,986

	合計
	▲1,565
	▲1,637
	▲1,810


根拠法令等：大阪府基金条例　中山間ふるさと・水と土保全推進事業実施要綱

11　農空間保全地域制度の推進

大阪府都市農業の推進及び農空間の保全と活用に関する条例に基づき、府、市町村、農業委員会、
地元等で構成する農空間保全委員会において、地域の実情に応じた農地の利用促進方策を検討し、農地の保全活用を促進した。また、おおさか農空間づくりプラットフォームを運営し、農空間での活動情報の発信や府民が農に触れる機会の提供を行った。
○対象地区：・生産緑地

　　　　　　　　・農業振興地域の農用地区域

　　　　　　　　・市街化調整区域の概ね５ｈａ以上の集団農地

・上記と一体的に保全すべきため池、水路、農道等

（千円）

	年度
	
	財　源　内　訳
	 合　　計

	
	
	 国　庫
	 地方債
	 その他
	一般財源
	

	４
	予　算　額
	0
	0
	0
	7,821
	7,821

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	7,571
	7,571

	５
	予　算　額
	0
	0
	0
	7,846
	7,846

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	6,851
	6,851

	６
	予　算　額
	0
	0
	0
	8,811
	8,811

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	7,236
	7,236


根拠法令等：　大阪府都市農業の推進及び農空間の保全と活用に関する条例

12　 農空間多面的機能支払事業

　　府条例に基づく農空間保全地域を対象地域として、農業者及び地域住民･団体等で構成される活動組織が行う農空間が有する多面的機能の維持・発揮を図るための共同活動に対して支援及び推進活動を行った。

（千円）

	年   度
	
	財源内訳
	合   計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予算額
	41,101
	―
	―
	17,072
	58,173

	
	うち予算執行機関配当額
	34,745
	―
	―
	17,072
	51,817

	
	決算額
	6,356
	―
	―
	0
	6,356

	５
	予算額
	48,399
	―
	―
	21,034
	69,433

	
	うち予算執行機関配当額
	42,668
	―
	―
	21,034
	63,702

	
	決算額
	5,731
	―
	―
	0
	5,731

	６
	予算額
	54,772
	―
	―
	24,507
	79,279

	
	うち予算執行機関配当額
	49,615
	―
	―
	24,507
	74,122

	
	決算額
	5,157
	―
	―
	0
	5,157


根拠法令等：農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律
13　大阪府立農業公園の管理運営
（千円）
	年  度
	
	合    計
	財源内訳

	
	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源

	４
	予算額
	165
	0
	0
	0
	165

	
	決算額
	73
	0
	0
	0
	73

	５
	予算額
	158
	0
	0
	0
	158

	
	決算額
	151
	0
	0
	0
	151

	６
	予算額
	1,301
	0
	0
	0
	1,301

	
	決算額
	609
	0
	0
	0
	609


根拠法令等：大阪府立農業公園条例
	所在地
	敷地面積
	開園

	貝塚市馬場3081
	約10ha
	令和３年11月１日


　　　「府民が農業に親しむ場を提供するとともに、農業における障がい者その他の就職することが困難な者の雇用の促進と就労の支援の機会を創出し、もって農業の振興及び府民の健康で文化的な生活の確保に資するため、指定管理者制度を導入して管理運営を行った。
農空間整備グループ
（環境防災関係）

１　ため池防災事業

ため池防災事業について　　　　　　   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

	年度
	
	財源内訳
	合計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予算額
	1,128,856
	224,000
	109,561
	17,208
	1,479,625

	
	うち予算執行機関配当額
	585,770
	114,000
	63,060
	1,237
	764,067

	
	決算額
	28,855
	1,000
	13,269
	13,209
	56,333

	
	繰越額
	514,231
	92,000
	31,199
	0
	637,430

	５
	予算額
	1,233,824
	417,000
	168,484
	13,602
	1,832,910

	
	うち予算執行機関配当額
	838,346
	195,000
	85,279
	△6,442
	1,112,183

	
	決算額
	13,692
	20,000
	11,462
	15,451
	60,605

	
	繰越額
	375,478
	195,000
	66,461
	△247
	636,692

	６
	予算額
	1,284,833
	366,000
	146,840
	25,326
	1,822,999

	
	うち予算執行機関配当額
	696,680
	224,000
	102,136
	8,696
	1,031,512

	
	決算額
	63,285
	26,000
	12,940
	15,550
	117,775

	
	繰越額
	522,602
	111,000
	31,465
	0
	665,067


特定財源（その他）：負担金、分担金

根拠法令等：土地改良法、大阪府耕地事業補助金交付要綱

　府内に数多く存在するため池は、農業用水源として重要な役割を果たしているが、いずれも築造年次が古く、豪雨や地震などにより万一ため池が決壊すれば府民の生命・財産に甚大な被害が予想される。このため、老朽化したため池の改修を行うとともに、大規模地震に対する耐震性の診断や市町村が作成するハザードマップの作成支援など防災・減災対策を実施した。

（ア）府営事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

	年度
	４
	５
	６

	事業内容
	14地区
	25地区
	24地区

	事業費
	619,491
	952,616
	927,034


（イ）団体営事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）
	年度
	４
	５
	６

	事業内容
	7地区
	11地区
	11地区

	補助金交付先
	岬町他
	岬町他
	岬町他

	事業費
	123,535
	215,809
	165,850


２　用排水施設等整備事業

（千円）

	年  度
	
	財源内訳
	合    計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予算額
	410,254
	217,000
	136,787
	6,314
	770,355

	
	うち予算執行機関配当額
	378,015
	183,000
	120,600
	3,043
	684,658

	
	決算額
	0
	18,000
	69
	2,049
	20,118

	
	繰越額
	32,239
	14,000
	16,118
	2,121
	64,478

	５
	予算額
	469,386
	267,000
	143,150
	△3,356
	876,180

	
	うち予算執行機関配当額
	426,635
	213,000
	121,646
	△4,128
	757,153

	
	決算額
	0
	24,000
	0
	△690
	23,310

	
	繰越額
	42,762
	23,000
	21,380
	752
	87,893

	６
	予算額
	533,426
	280,000
	201,035
	36,423
	1,050,884

	
	うち予算執行機関配当額
	407,785
	183,000
	146,835
	26,989
	764,609

	
	決算額
	0
	23,000
	0
	3,582
	26,582

	
	繰越額
	125,641
	59,000
	53,820
	4,774
	243,235


特定財源（その他）：負担金、分担金、受託金

根拠法令等：土地改良法、大阪府耕地事業補助金交付要綱

老朽化した農業用水路を改修し、都市部における農業用水の確保と溢水被害の防止を図り、安全なまちづくりを推進した。

(１)府営事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　　　　（千円）

	年度
	４
	５
	６

	事業内容
	10地区
	15地区
	13地区

	事業費
	589,238
	520,412
	757,887


　　　

(２)団体営事業                                                               　　　　 （千円）

	年度
	４
	５
	６

	事業内容
	4地区
	7地区
	６地区
地区

	補助金交付先
	神安土地改良区他
	神安土地改良区他
	神安土地改良区他

	事業費
	59,408
	429,198
	76,317


３　農地農業用施設災害復旧事業

（１）過年災害復旧費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

	年　度
	
	財源内訳
	合　　計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予算額
	202
	0
	0
	0
	202

	
	うち予算執行機関配当額
	202
	0
	0
	0
	202

	
	決算額
	0
	0
	0
	0
	0

	５
	予算額
	35,127
	0
	0
	0
	35,127

	
	うち予算執行機関配当額
	4,215
	0
	0
	0
	4,215

	
	決算額
	0
	0
	0
	0
	0

	６
	予算額
	1,597
	0
	0
	0
	1,597

	
	うち予算執行機関配当額
	1,597
	0
00


	0
	0
0
	1,597

	
	決算額
	0
	0
	0
	0
	0


根拠法令等：農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律

　令和５年度に発生した「令和５年８月15日～16日の８月豪雨」等による被害に対する災害復旧事業（農地・農業用施設災害復旧事業）を実施した。
	年度
	４
	５
	６

	事業内容
	農地２地区
施設１地区
	農地19地区
施設５地区
	農地19地区
施設２地区

	補助金交付先
	茨木市
他２市町
	茨木市
他１市町
	能勢町
他６市町


（２）現年災害復旧費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　（千円）

	年  度
	
	財源内訳
	合    計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予算額
	94,141

22224178
	0
	0
	0
	94,141

3417834178

	
	うち予算執行機関配当額
	29,985
	0
	0
	0
	29,985

	
	決算額
	0
	0
	0
	0
	0

	５
	予算額
	95,254
	0
	0
	0
	95,254

	
	うち予算執行機関配当額
	42,832
	0
	0
	0
	42,832

	
	決算額
	0
	0
	0
	0
	0

	６
	予算額
	47,906
	0
	0
	0
	47,906

	
	うち予算執行機関配当額
	47,485
	0
	0
	0
	47,485

	
	決算額
	0
	0
	0
	0
	0


根拠法令等：農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律

　令和６年度に発生した「令和６年５月27日～28日の５月豪雨」等による被害に対する災害復旧事業（農地・農業用施設災害復旧事業）を実施した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	年度
	４
	５
	６

	事業内容
	農地21地区
施設５地区
	農地20地区
施設６地区
	農地９地区
施設２地区

	補助金交付先
	豊能町
他１市
	能勢町
他７市町
	能勢町
他４市町


（地域整備関係）

４　農空間整備事業

(１)府営事業  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （千円）

	年　度
	
	財源内訳
	合　　計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予算額
	542,550
	246,000
	239,795
	5,238
	1,033,583

	
	うち予算執行機関配当額
	529,550
	214,000
	236,095
	4,258
	983,903

	
	決算額
	0
13,000
	21,000
	0
	2,429
	23,429

	
	繰越額
	13,000
	6,000
	3,700
	△100
	22,600

	５
	予算額
	629,146
	329,000
	216,892
	△1,791
	1,173,247

	
	うち予算執行機関配当額
	519,650
	230,000
	193,859
	5,735
	949,244

	
	決算額
	0
	36,000
	0
	2,510
	38,510

	
	繰越額
	109,496
	53,000
	23,033
	△7,589
	177,940

	６
	予算額
	710,811
	370,000
	194,175
	29,641
	1,304,627

	
	うち予算執行機関配当額
	593,591
	262,000
	170,223
	24,682
	1,050,496

	
	決算額
	0
	37,000
	0
	4,840
	41,840

	
	繰越額
	117,220
	62,000
	23,952
	1,499
	204,671


特定財源（その他）：負担金、分担金 、受託金


根拠法令等：土地改良法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（２）団体営事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　　　　　　　（千円）

	年　度
	
	財源内訳
	合　　計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予算額
	113,253
	19,000
	0
	1,856
	134,109

	
	うち予算執行機関配当額
	94,586
	19,000
	0
	1,856
	115,442

	
	決算額
	15,539
	0
	0
	0
	15,539

	
	繰越額
	1,367
	0
	0
	0
	1,367

	５
	予算額
	276,491
	74,000
	0
	3,726
	354,217

	
	うち予算執行機関配当額
	245,707
	65,000
	0
	2,469
	313,176

	
	決算額
	14,000
	8,000
	0
	△237
	21,763

	
	繰越額
	3,284
	0
	0
	0
	3,284

	６
	予算額
	189,214
	40,000
	0
	7,880
	237,094

	
	うち予算執行機関配当額
	188,599
	36,000
	0
	7,042
	231,641

	
	決算額
	0
	1,000
	0
	282
	1,282

	
	繰越額
	615
	0
	0
	185
	800


根拠法令等：土地改良法、大阪府耕地事業補助金交付要綱

農空間は府民の身近にあり食料生産の場としてだけでなく、防災、教育や福祉、生態系の保全等の多面的機能を有している。農業生産がしやすい環境の整備を行うとともに多面的機能の保全と活用を目的として、ほ場整備、農道・農村集落道、農業用用排水路等の整備を行い、農業生産・交流・生活環境基盤の
総合的な整備を通じて、都市と共生した地域づくりを図った。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
事業内容

＜府営＞

　　○広域営農団地農道整備（広域農道）

　　　農道の整備

　　　▽地区：岩湧（河内長野市）

　　○農村総合整備

　　　農村の総合的な振興を図るため、農業生産基盤、生活環境及び農村交流基盤の整備。

　　　▽地区：泉佐野5期（泉佐野市）
岸和田丘陵（岸和田市）

五領揚水機場（高槻市）
　　　　　　　伏見堂（富田林市）
牧（豊能町）
　　　　　　　高山（豊能町）
　　　　　　　加納・寺田（河南町）
　　　　　　　下田原（四條畷市）
　　　　　　　石仏（河内長野市）
＜団体営＞

　　○基盤整備促進事業

　　　小規模なほ場整備、農道、水路などのきめ細かな農業生産基盤の整備

　　　▽地区：幹線用水路（高槻市、茨木市、摂津市、吹田市）

中水路２期（河南町）
欠田井堰（富田林市）

高木水路（河内長野市）
東池尻（大阪狭山市）

畑（岸和田市）
西面北（茨木市）
防災水路（高槻市）
南中樫井（泉佐野市）
納花平井上代水路（和泉市）
灰掛井堰（堺市）
陶器川（堺市）
和井水路（泉佐野市）
シタダラ水路（泉佐野市）
泉ケ丘（泉佐野市）
新家下村（泉南市）

馬場大川（泉南市）
泉州（泉南市）
○土地改良総合整備事業

　　　▽地区：玉子排水機場（高槻市）

５　農空間保全地域整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

	年　度
	
	財源内訳
	合　　計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予算額
	0
	5,000
	0
	36,786
	41,786

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	5,000
	0
	35,752
	40,752

	
	決算額
	0
	0
	0
	0
	0

	５
	予算額
	0
	2,000
	0
	48,908
	50,908

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	2,000
	0
	48,908
	50,908

	
	決算額
	0
	0
	0
	0
	0

	６
	予算額
	0
	0
	0
	42,936
	42,936

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	0
	0
	42,936
	42,936

	
	決算額
	0
	0
	0
	0
	0


特定財源：自然災害防止事業債、緊急自然災害防止対策事業債

根拠法令等：大阪府都市農業の推進及び農空間の保全と活用に関する条例

大阪府耕地事業補助金交付要綱

　農空間保全地域において、公益的機能の発揮を図り、遊休農地の利用を促進し、府民の健康的で快適な暮らしの実現及び安全で活気と魅力に満ちた都市づくりを推進するために、耕作条件等の改善対策や遊休農地の解消対策などを行った。

○事業内容

既存の農業用施設の補修、ほ場や農道の整備、ため池や防護柵の整備　など
○事業主体

農業団体等

	年　度
	４
	５
	６

	事業内容
	27地区
	26地区
	23地区

	補助金交付先
	大阪泉州農業協同組合他24団体
	大阪泉州農業協同組合他25団体
	高槻市東部土地改良区他
19団体

	事業費
	81,503
	101,774
	78,651


農地調整グループ

１　農地利用調整について

農地法第４条及び第５条の規定による農地転用事務並びに同法第18条の規定による農地等の賃貸借の解約等の事務の処理を行った。

　その概要は、次のとおりである。

(１)農地等転用の許可（第４条、第５条）

市町村農業委員会の審査、大阪府農業会議（都道府県農業委員会ネットワーク機構）への意見聴取を経て、意見書とともに知事に送付された申請書類を審査し、許可相当なものについては、許可の処分を行った。（市町村農業委員会から大阪府農業会議への意見聴取　法第４条第４項）

　　

（第４条）　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　 ・許可件数　　　　 　15件　　　　　　　4ha超　　　 大臣協議

　　　 ・許可面積　　　　　0.79㏊　　　　　　　事務の区分（自治事務等）法第63条
　　（第５条）　　　　　　　　　　　　　　　　　　標準処理期間：農業委員会4週間・府2週間

　　　 ・許可件数　　　　　 87件

　　　 ・許可面積　　　 　18.8㏊
(２) 農地等の賃貸借の解約等について（第18条）

　　農地等の賃貸借の解約・解除についての意見調整を行い、合意による円満解決を図るよう指導した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　（件）

	５年度末
未処理件数

　　　　a
	６ 年 度 申 請 ・ 処 理 状 況
	６年度末
未処理件数
a＋b－c

	
	申請件数

b
	処理件数
	

	
	
	許可
	不許可・却下
	取下
	計　ｃ
	

	1
	0
	0
	0
	0
	0
	1


２　農業委員会及び農業会議に対する助成について

（千円）

	年度
	４
	５
	６

	予算額
	133,203
	146,120
	138,957

	決算額
	125,929
	135,316
	130,607


　

市町村農業委員会及び大阪府農業会議に対し、適正かつ円滑な運営を図るため、指導及び助成を行った。

（千円)

	年  度
	補助金等
	補助金額

	
	
	国庫
	府費
	計

	４
	農業委員会交付金
	60,893
	0
	60,893

	
	農業委員会費補助金
(機構集積事業:農業委員会分)
	3.573
	0
	3.573

	
	農業委員会費補助金
（農業委員会による情報収集等業務効率化支援事業）
	1,612
	0
	1,612

	
	農業会議補助金
	24,869
	34,649
	59,518

	
	農地利用最適化交付金
	333
	0
	333

	５
	農業委員会交付金
	61,202
	0
	61,202

	
	農業委員会費補助金
(機構集積事業:農業委員会分)
	3,502
	0
	3,502

	
	農業会議補助金
	24,875
	37,410
	62,285

	
	農地利用最適化交付金
	8,327
	0
	8,327

	６
	農業委員会交付金
	60,856
	0
	60,856

	
	農業委員会費補助金
(機構集積事業:農業委員会分)
	4,910
	0
	4,910

	
	農業会議補助金
	20,889
	39,838
	60,727

	
	農地利用最適化交付金
	4,114
	0
	4,114

	
	計
	90,769
	39,838
	130,607


　　　

根拠法令等：農業委員会等に関する法律第2条　　　　（農業委員会交付金の国の配分基準）

　　　　　　　　　農業委員会等に関する法律施行令第1条第2項

　　　　　　　　　大阪府農業委員会交付金交付規則第2条　（府の配分基準）

　　　　　　　　　農業委員会交付金事業実施要領　農業委員会交付金等交付要綱

３　農地関係訴訟

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）
	年度
	４
	５
	６


	予算額
	1,331
	1,331
	1,331

	決算額
	1,280
	1,216
	1,259


(１)農地関係訴訟　

農地関係訴訟は、その大部分が戦後の農地改革に伴い、国の機関としての知事が行った農地買収処分等に関連して提起されたものであったが、農地改革から60年以上経過したことなどにより、従来の買収処分等に係る訴訟は減少し、土地の所有権や登記に関するものに訴訟内容が変化している。

また、農地等の賃貸借の解約等の制限に係る農地法第18条関係の訴訟提起があったが、令和３年度に判決・確定した。

令和５年度末係属件数　　 　0　件　　　令和６年度提起件数　　 　0　件

(２)農事調停　（民事調停法第25条）

農地等の利用関係についての紛争を解決するため、民事調停法に農事調停に関する規定が設けられ、調停にあたっては農地法との調和を図るため、小作官又は小作主事の意見を聴取することを義務付けており、本課職員が小作主事として、期日に出頭している。

令和６年度の農事調停事件数は、次のとおりである。

（件）

	
	前年度持越事件
	６年度提起事件年度提起事件
	合計

	事件数
	2
	2
	4
0

	処理状況
	成立
	0
	0
	0

	
	不成立
	1
	1
	2

	
	取下
	0
	0
	0

	
	小計
	1
	1
	2

	令和６年度末係属事件数
	1
	1
	2


(３)行政不服審査　

行政不服審査法に基づいて農林水産大臣又は知事に対して行われた、令和６年度における農地関係に関する行政処分に対する不服申立て（審査請求）件数は、次のとおりである。

　　　　　　　令和５年度以前からの持越件数　　3　件　　　令和６年度申立て件数　　0　件

(４)和解の仲介　

農地法に基づいて申し立てられた和解の仲介については、農業委員会又は知事が行うこととなっているが、令和６年度における和解の仲介件数は、次のとおりである。

イ　農業委員会の仲介事件（農地法第25条、第28条）

　　　　　　　

ロ　知事の仲介事件（農地法第28条）

　　　　　　　令和５年度持越件数　　0 　件　　　令和６年度申立て件数　　0 　件　　　

根拠法令：農地法、農地法施行令、旧農地調整法、民法、民事訴訟法、民事調停法
　　　　　　　　　行政事件訴訟法、旧行政事件訴訟特例法、行政不服審査法

国の利害に関係のある訴訟についての法務大臣の権限等に関する法律

４　国有農地等及び開拓財産の管理処分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）
	年度
	４
	５
	６

	予算額
	17,092
	7,295


	12,720

	決算額
	15,753
	5,768
	10,094


　　自作農を創設し、土地の農業上の利用増進を図るため、旧自作農創設特別措置法及び農地法等に基づき府内で国が取得した土地は、既墾地で21,606ヘクタール、未墾地で76地区1,775ヘクタールに及び、これまで売渡し及び売払い等の処分を行ってきた。現在、知事が管理する農林水産省所管の国有財産については、国有農地等で4.54ヘクタール、開拓財産で13.24ヘクタール、併せて17.78ヘクタールとなっている。

　令和６年度末の管理面積は、次のとおりである。

	区分
	筆　　　数(件  数)
	面　　　積 (㏊)

	国有農地等
	農耕貸付
	23筆（　 　23件）
	0.57

	
	転用貸付
	54筆（　 　54件）
	2.15

	
	未貸付
	126筆（　 　126件）
	1.85

	
	計
	207筆（　 　177件）
	4.54

	開拓財産
	農耕貸付
	6筆（　 　6件）
	0.13

	
	転用貸付
	14筆（　 　6件）
	0.25

	
	未貸付
	44筆（　 　44件）
	12.86

	
	計
	63筆（　 　53件）
	13.24

	合計
	
	17.78


 (１)売払等（農地法附則第5条、第6条、第8条）

農林水産大臣から不要地認定のあった国有農地等については、旧所有者又はその一般承継人（旧所有者等）に優先的に、その後、貸付中の者から希望がある場合はその者に対し、旧農地法第80条の規定により農林水産大臣から売払いされた。

また、平成26年度以降、国有農地等の所属が特別会計から一般会計へ移行したことにより、不要地認定のあった国有農地等で、旧所有者等が買受権を放棄したものについては、原則として、国有財産法第８条の規定により財務大臣へ引き継いだ（ここでは、農林水産大臣から財務大臣への所管換として計上。引継ぎ後財務省から競争入札等で売り払われる。）。

その他、売払等には、旧農地法第74条の２による道水路等の譲与もある。

令和６年度の売払等実績は、次のとおりである。

	区分
	件数
	筆数
	面積（㎡）

	国有農地等
	売払
	1
	1
	324

	
	所管換
	2
	2
	64

	
	公共物への編入
	0
	0
	0

	
	計
	3
	3
	388

	開拓財産
	売払
	0
	0
	0

	
	所管換
	0
	0
	0

	
	公共物への編入
	0
	0
	0

	
	譲　　　　　与
	0
	0
	0

	
	計
	0
	0
	0

	合計
	3
	3
	388


(２)国有農地等の境界確定（農地法附則第8条）

現在管理中の国有農地等及び開拓財産に隣接する土地所有者等からの境界確認願や売払等の処分を
前提として境界確定を実施した。

令和６年度の境界確認実績は、次のとおりである。

（件）

	区分
	件数

	国　有　農　地　等
	2

	開　拓　財　産
	1

	計
	3


(３)農地対価経理の促進　

農地改革により国が取得した農地の管理処分に伴う貸付料、延滞金の徴収等債権管理を行った。

令和６年度の徴収決定額は、次のとおりである。

（件、千円）

	年度
	４
	５
	６

	区分
	件　数
	金　　額
	件　数
	金　　額
	件　数
	金　　額

	農地等貸付料
	42
	8,707
	40
	9,042
	41
	9,510

	延滞金
	1
	1
	0
	0
	1
	1

	合計
	43
	8,708
	40
	9,042
	41
	9,511



根拠法令：旧自作農創設特別措置法、農地法

国有農地等の売払いに関する特別措置法、国有財産法
会計法、予算決算及び会計令、国の債権管理等に関する法律

(４)嘱託登記　

旧自創法により、既に買収・売渡しがなされているにもかかわらず、現在まで未登記となっている
　ものの早期解決及び誤った登記の是正等を図っている。

また、農地法による処分に基づく未登記事案についても発見され次第、早期解決を図っている。

令和６年度の登記実績は、次のとおりである。

（筆）

	区分
	旧自創法関係

	買収登記
	0

	売渡登記
	0

	その他の登記
	0



　根拠法令：旧自作農創設特別措置法、農地法、農地法施行令、旧農地調整法

民法、民事訴訟法、民事調停法、行政事件訴訟法   

　　　　　　　　旧行政事件訴訟特例法、行政不服審査法、不動産登記法
　　　　　　　　旧自作農創設特別措置登記令、農地法による不動産登記に関する政令

５　農業振興地域整備促進事業　

(千円)

	年　　　　　度
	財源内訳
	合　　計

	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予算額
	0
	0
	0
	217
	217

	
	決算額
	0
	0
	0
	183
	183

	５
	予算額
	0
	0
	0
	217
	217

	
	決算額
	0
	0
	0
	145
	145

	６
	予算額
	0
	0
	0
	221
	221

	
	決算額
	0
	0
	0
	189
	189


根拠法令：農業振興地域の整備に関する法律　大阪府附属機関条例
農業を振興すべき地域を明確にし、農地の適正な保全・活用を図るため、「農業振興地域の整備に関する法律」に基づく農業振興地域を指定している。

また、農業振興地域の指定及び変更その他農業の振興に関する重要事項の調査・審議を行うため、「大阪府農業振興地域整備審議会」を設置している。

６　農地転用許可等に係る市町村への権限移譲　

｢大阪発”地方分権改革”の推進に向けて」(平成21年3月大阪府・市町村分権協議会とりまとめ)に基づく大阪版地方分権推進制度の実施に伴い、平成22年度から市町村への農地転用許可等の権限移譲を行い、移譲事務に係る交付金を支出している。

（1） 移譲対象となる権限

1 農地転用の許可等

　　　　（農地法第４条、第５条、第18条、第51条等）

2 農用地区域内における開発行為の許可等

　　　　（農業振興地域の整備に関する法律第15条の２等）
（2） 移譲を行った市町　 　　　

農地転用の許可等　　　　  　  ２５市町

　　　　　農用地区域内開発許可等　　　  ４１市町村
	年度
	農地転用の許可等
	農用地区域内開発許可等

	２２
	大阪市、豊中市、泉大津市、守口市、
茨木市、高石市、阪南市、池田市、

箕面市、豊能町、能勢町
	豊中市、守口市、茨木市、河内長野市、
松原市、高石市、藤井寺市、大阪狭山市、

阪南市、池田市、富田林市、箕面市、

豊能町、能勢町、岬町

	２３
	忠岡町、東大阪市
	堺市、吹田市、高槻市、寝屋川市、大東市、
摂津市、忠岡町、泉大津市、八尾市、貝塚市

	２４
	堺市、寝屋川市、泉南市、岸和田市、
八尾市、貝塚市、門真市、岬町、松原市
	岸和田市、枚方市、泉南市、四條畷市、
太子町、和泉市、熊取町、島本町、柏原市、

羽曳野市、門真市、河南町

	２５
	熊取町
	　　　　　　　　　―

	２６
	　　　　　　　　　―
	　　　　　　　　　―

	２７
	泉佐野市、田尻町
	泉佐野市、田尻町、千早赤阪村

	２８
	―
	―

	２９
	―
	交野市

	３０
	―
	―

	元
	―
	―

	２
	―
	―

	３
	―
	―

	４
	―
	―

	５
	―
	―

	６
	―
	―


（3） 移譲事務交付金
（千円）                       　  
	年　度
	４
	５
	６

	予算額
	8,701
	5,982
	6,392

	決算額
	6,836
	4,715
	5,173


　　

根拠法令等：地方自治法、大阪府環境農林水産行政事務に係る事務処理の特例に関する条例、

大阪版地方分権推進制度実施要綱
